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２．多国籍企業等 よる租税回避への対応策 

1 租税回避対策 関する考え方 

多国籍企業等 租税回避及びそ 対策 い 現地 ン ビュ 調査 以

う 意見 得 化や 化 進 中 多国籍企業 税法

便益 得や い う い 企業 税負担 小さい国 業 う

避 い あ 特 ン 租税回避 対 対応 十 い

国間 租税条約 発展途 国 ッ 奪 い 等 批 さ

あ ン 租税条約 相手国等 利益 い う APA や ATR

適用 あ ン 国内 実質的 経営 行 い 要件

ン ニ 認 い等 基準 設 い 厳 く い

い 考え い 当 租税回避等 疑い あ 場合 元 国 照会 適

企業 あ 調査 い  

 指摘 い 税理士法人 調査 依頼 英国

租税条約 比べ 決 ン ッ い わ い

いう結論 乱用禁 規定 そ い

入 あ  

 ン OECD や EU 租税回避対策 同 方向 向 い 租税回避対策

否定 い わ い 多国籍企業 法人税制面 当 利益 得 そ 他

企業 そう 租税回避 い 競 環境 ゆ あ 問 あ

考え い 租税回避対策 い 国際的 足並 そ え 実施

意味 い 例え G20 対応 意味 い そ 以外 国 逃 いく

あ OECD や EU 組 賛同 い ン 先進的 対応

いう 考え い い 他国 同時 対応 あ 協力 い わ い いう方

針 あ  

OECD BEPS い 15 設定 2014 9 月 G20

会合 今後 対応 向 提案 発表 い 81
 

 

2 EU よるオ ン の税制優遇措置 対する調査 82
 

2014 6 月 EU 当局 ッ ッ ッ & 対

法人税 関 ン ン セン 税務当局 決定 国庫補

助 対 EU 規定 遵守 い い 細 3 調査 実施 公表

ン ニ 欧州委員会副委員長兼競 担当委員 近 緊縮公共 算 中

大規模 多国籍企業 税 公 割当 支払う 特 重要 あ EU 国

家補助規定 沿 公 非差 的 加盟国 税制 適応さ 場合 企業 支払う
                                                        
81 資料：James J.Tobin“The Global Focus on Base Erosion and Profit 

Shifting“ http://www.caymanfinances.com/wp-content/uploads/2014/01/James-Tobin_BEPS.pdf  
82資料：EU 2014 6月 11日 http://europa.eu/rapid/press-release_IP-14-663_en.htm  

http://www.caymanfinances.com/wp-content/uploads/2014/01/James-Tobin_BEPS.pdf
http://europa.eu/rapid/press-release_IP-14-663_en.htm
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べ 税 低い金 特定 企業 支払う 認 方法 採択

い 述べ い  

欧州委員会 ッ ン いく 企業 大規模 税控除

い 主張 EU 国家補助規定 基 いく 加盟国

税慣習 調査 ッ ン 自体 問 い ッ ン

特定 企業 対 法人税 計算方法及び特 税引当 使用 明確 念書

あ 特定 企業や企業 対 選択的 便益 提供 使わ

場合 EU 国庫補助規定 抵触 恐 あ  

EU機能条約 Treaty on the Functioning of the European Union 107 1 条

加盟国間 貿易 影響 特定 業 優遇 競 ゆ 脅威 あ 国庫補

助 原則的 EU 単一市場 互換性 い さ い 選択的 税制優遇 国庫補

助 あ あ う 欧州委員会 当 3 加盟国 一般的 税制 問 い わ

い  

ッ ン 特 移転価格裁定 確定 用い 移転価格

異 国 子会社間 課税所得 配 影響 え 企業

提案さ ッ 計算 採用 際 報酬 常 競 状態 反映

市場条件 基 い い場合 当 企業 他 企業 比べ 優遇的

扱い い 意味 国庫補助 いう あ う  

欧州委員会 当 ッ ン い 検証さ い 3 移転価格裁定

当 企業 便益 国庫補助 含 い う 検討 い  

 

図表 IV-5 調査対象と っている各国の ッ ス ー ン  

ン  Apple Sales International Apple Operations Europe ン 支社
割 当 課税所得 算定 ン 税務当局
個 ッ ン  

ン  ン Starbucks Manufacturing EMEA BV 製造活動 対
ッ 算定 ン 税務当局 個 ッ

ン  

セン  セン Fiat Finance and Trade 金融活動 対 ッ
算定 セン 税務当局 個 ッ

ン  

資料：EU 2014 6月 11日 http://europa.eu/rapid/press-release_IP-14-663_en.htm  

 

欧州委員会 ッ ン ッ 設定

用い 計算 ビュ 備 析 基 課税所得 過小評価さ 可能

性 あ 税 削減 認 各企業 優遇 え い 懸念 い

欧州委員会 ッ 関 裁定 関心 あ 適用可能 税率自

体 問 い い 欧州員会 特 ン い 納税者 要

求さ 総合的 情報 基 い 徹底的 調査 進 い う 述べ 税務裁

http://europa.eu/rapid/press-release_IP-14-663_en.htm
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定 関 体系的 規則 見 考え い い あ 移転価

格 市場 評価 そ あ 疑問 あ 特定 ッ ン

選択的 優遇 提供 い いう懸念 持 い  

記 3 公式 調査 並行 欧州委員会 多く 加盟国 含 広範囲

ッ ン 関 調査 いく い  
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